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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善もみられたことから、景気は緩や

かな回復基調が続きました。しかし、中国や新興国における経済成長の減速懸念や欧州の債務問題等、また、国内

では物価上昇の懸念から個人消費の回復が低迷する等、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。

　計測機器業界におきましては、一部の大手企業を中心に設備投資の増加など、需要の回復が見られる状況となり

ましたが、消費低迷に伴う企業の生産活動低下により、新規設備投資計画は依然として慎重であり、全体としては

本格的な需要回復に至っていない状況となっております。

　このような事業環境のなか、当企業グループは、第４次中期経営計画の最終年度として、新たな事業領域の開拓

とグローバルビジネスの拡充をはかる各種施策に取り組んでまいりました。しかしながら、大型案件や企業の設備

投資予算の執行遅れ等から、当第３四半期連結累計期間における受注高は11,339百万円（前年同期比1.0％減）、売

上高は、11,511百万円（前年同期比0.2％増)となりました。

　収益につきましては、採算性の良い汎用品の拡販や原価低減に努めたものの、販売活動増加による販売費及び一

般管理費の増加により、営業利益は1,428百万円（前年同期比4.9％減）、経常利益は1,451万円（前年同期比4.8％

減）、四半期純利益は908百万円（前年同期比8.8％減）となりました。

　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

①計測機器セグメント

　センサ及び計測機器等の製品販売につきましては、センサ、測定器の汎用品は民間の堅調な設備投資等により増

加したものの、特注品やシステム製品の大型案件が少なく、売上高は9,834百万円（前年同期比0.9％減）となりま

した。

　保守・修理部門につきましては、保守・点検業務および機器修理が堅調に推移し、売上高は681百万円（前年同期

比7.5％増）となりました。

　以上その他を含め、計測機器セグメントにつきましては、売上高は10,516百万円（前年同期比0.4％減）となりま

した。また、セグメント利益（売上総利益）は4,311百万円（前年同期比0.6％増）となりました。

　

②コンサルティングセグメント

　コンサルティングセグメントにつきましては、ダムの安全性を計測するセンサ設置等のダム関連分野や各種計測

業務分野が堅調に推移し、売上高は995百万円（前年同期比6.7％増）となりました。また、セグメント利益（売上

総利益）は362百万円（前年同期比1.0％減）となりました。

　a.セグメント別受注状況

(単位：千円)

項目

前第３四半期連結累計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日

当第３四半期連結累計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日

比較増減

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

計測機器 10,491,391 3,122,217 10,411,100 3,195,891 △80,291 73,674

コンサルティング 967,245 270,404 928,605 240,248 △38,640 △30,156

合計 11,458,636 3,392,621 11,339,705 3,436,139 △118,931 43,518

　(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　b.セグメント別売上状況

(単位：千円)

項目

前第３四半期連結累計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日

当第３四半期連結累計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日

比較増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

計測機器 10,558,744 91.9% 10,516,570 91.4% △42,173 △0.4%

コンサルティング 933,020 8.1% 995,225 8.6% 62,205 6.7%

合計 11,491,764 100.0% 11,511,796 100.0% 20,032 0.2%

　(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

決算短信 （宝印刷）  2015年11月09日 17時06分 2ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社共和電業(6853) 平成27年12月期 第３四半期決算短信

3

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

(資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は21,567百万円となり、前連結会計年度末に比べ355百万円の増加となり

ました。

流動資産は14,742百万円となり、前連結会計年度末に比べ184百万円の減少となりました。その主な要因は、現金

及び預金が1,080百万円、たな卸資産が174百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が697百万円、有価証券が

900百万円それぞれ減少したことによるものであります。

固定資産は6,824百万円となり、前連結会計年度末に比べ540百万円の増加となりました。その主な要因は、有形

固定資産が746百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は8,566百万円となり、前連結会計年度末に比べ384百万円の減少となり

ました。

流動負債は5,182百万円となり、前連結会計年度末に比べ194百万円の減少となりました。その主な要因は、賞与

引当金が413百万円増加した一方で、未払法人税等が170百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、3,384百万円となり、前連結会計年度末に比べ189百万円の減少となりました。その主な要因は、長

期借入金が223百万円増加した一方で、退職給付に係る負債が375百万円減少したことによるものであります。

(純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は13,000百万円となり、前連結会計年度末に比べ739百万円の増加と

なりました。その主な要因は、利益剰余金が配当に伴う減少277百万円と四半期純利益による増加908百万円及び退

職給付に関する会計方針の変更による増加200百万円により、差引きで831百万円増加したことによるものでありま

す。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期の業績予想につきましては、第３四半期累計期間においては、中国をはじめとするアジア経済の減速懸念等

から、企業の設備投資に対する慎重姿勢が強くなり、受注・売上とも、当初予想よりやや下回る状況で推移してお

ります。引合い物件の迅速な対応により、通期の業績予想は変更せず、初期の業績予想の達成に向けて取り組んで

まいります。なお、今後業績予想に変更が生じた場合は、速やかに開示いたします。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　 該当事項はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間よりKYOWA DENGYO THAILAND CO.,LTD.を連結子会社としておりますが、特定子

会社の異動に該当しません。

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　 該当事項はありません。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が310,108千円減少し、利益剰余金が200,925

千円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

　

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用)

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年

３月26日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。

　この結果、当第３四半期連結財務諸表への影響はありません。

　

（４）追加情報

(株式給付信託に関する会計処理方法)

　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上にかかるインセンティブの付与を目的として、従業

員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引をおこなっております。

１ 取引の概要

　当社は、平成27年６月、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」といいます。）を導入いたし

ました。

　本制度の実施にともない、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」といいます。）を

受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下かかる契約に基づいて設定される信託を「本

信託」といいます。）を締結いたしました。また、受託者は、資産管理サービス信託銀行株式会社（以下「信託Ｅ

口」といいます。）を再信託受託者として当社株式などの本信託の信託財産を再信託する契約を締結しておりま

す。

　信託Ｅ口は、信託設定後３年間にわたり「共和電業従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）が取得する

見込みの当社株式を取得し、定期的に持株会に対して売却をおこなっております。信託終了時までに、信託Ｅ口

による持株会への当社株式の売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを

残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配いたします。また、当社は、信託Ｅ口が当社株式

を取得するために受託者がおこなう借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株式の株価の下

落により株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当該残債を弁済することとなります。

２ 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間235,587千円、

451,300株であります。

　

３ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　当第３四半期連結会計期間245,599千円
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,409,898 5,489,994

受取手形及び売掛金 5,045,805 4,348,722

有価証券 1,600,000 700,000

商品及び製品 951,237 1,010,352

仕掛品 1,229,298 1,221,670

未成工事支出金 76,734 57,099

原材料及び貯蔵品 1,260,314 1,403,227

その他 355,295 513,913

貸倒引当金 △990 △2,106

流動資産合計 14,927,594 14,742,875

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,290,065 2,985,163

その他（純額） 1,939,360 1,990,887

有形固定資産合計 4,229,426 4,976,051

無形固定資産 168,366 146,697

投資その他の資産

その他 1,886,507 1,709,898

貸倒引当金 △75 △8,083

投資その他の資産合計 1,886,431 1,701,814

固定資産合計 6,284,225 6,824,562

資産合計 21,211,819 21,567,437

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,554,568 1,539,641

短期借入金 1,480,000 1,450,000

未払法人税等 346,192 175,616

賞与引当金 182,987 596,179

役員賞与引当金 49,100 30,224

その他 1,764,330 1,390,643

流動負債合計 5,377,179 5,182,305

固定負債

長期借入金 1,371,600 1,595,599

退職給付に係る負債 1,971,842 1,596,322

役員退職慰労引当金 142,871 104,817

資産除去債務 12,156 12,338

その他 74,993 75,188

固定負債合計 3,573,464 3,384,266

負債合計 8,950,643 8,566,571
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,723,992 1,723,992

資本剰余金 1,809,980 1,854,080

利益剰余金 8,157,557 9,021,640

自己株式 △71,417 △249,771

株主資本合計 11,620,112 12,349,941

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 291,595 279,407

為替換算調整勘定 122,773 111,364

退職給付に係る調整累計額 226,693 202,760

その他の包括利益累計額合計 641,063 593,531

少数株主持分 － 57,392

純資産合計 12,261,176 13,000,866

負債純資産合計 21,211,819 21,567,437
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 11,491,764 11,511,796

売上原価 6,840,288 6,837,592

売上総利益 4,651,476 4,674,204

販売費及び一般管理費 3,149,421 3,245,353

営業利益 1,502,054 1,428,850

営業外収益

受取利息 11,042 11,939

受取配当金 21,777 26,144

その他 36,873 28,848

営業外収益合計 69,693 66,931

営業外費用

支払利息 22,766 20,475

為替差損 － 15,337

その他 24,478 8,542

営業外費用合計 47,244 44,355

経常利益 1,524,503 1,451,426

特別損失

ゴルフ会員権評価損 － 700

特別損失合計 － 700

税金等調整前四半期純利益 1,524,503 1,450,726

法人税、住民税及び事業税 632,856 510,668

法人税等調整額 △104,544 8,664

法人税等合計 528,311 519,333

少数株主損益調整前四半期純利益 996,191 931,392

少数株主利益 － 23,016

四半期純利益 996,191 908,376
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 996,191 931,392

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 46,335 △12,188

為替換算調整勘定 6,700 △24,402

退職給付に係る調整額 － △23,933

その他の包括利益合計 53,036 △60,524

四半期包括利益 1,049,227 870,868

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,049,227 855,907

少数株主に係る四半期包括利益 － 14,960
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

第２四半期連結会計期間におきまして、「株式給付信託(従業員持株会処分型」の信託契約に基づき自己株式を

249,734千円取得しております。その結果、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は249,771千円となっ

ております。

（セグメント情報等）

　Ⅰ．前第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額計測機器

コンサル
ティング

計

売上高

外部顧客への売上高 10,558,744 933,020 11,491,764 ― 11,491,764

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,558,744 933,020 11,491,764 ― 11,491,764

セグメント利益 4,284,784 366,691 4,651,476 ― 4,651,476

　 (注)セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

　Ⅱ．当第３四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額計測機器

コンサル
ティング

計

売上高

外部顧客への売上高 10,516,570 995,225 11,511,796 ― 11,511,796

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,516,570 995,225 11,511,796 ― 11,511,796

セグメント利益 4,311,353 362,850 4,674,204 ― 4,674,204

　 (注)セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。
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